「子どもの性的虐待の記録」を取り巻く状況　
	≪インターネット上の流通・閲覧防止対策≫
○インターネット・ホットラインセンター（IHC）の運用状況
平成24年、平成25年の上半期で比較するとIHCに寄せられる児童ポルノの通報情報件数及び IHCによる処理件数は減少している。
暦年
通報情報件数
IHCによる児童ポルノの処理件数
通報受理
件数
うち
違法情報
警察庁へ通報前に削除済み
海外組織への通報
※
警察庁へ通報
うち
児童
ポルノ
うち
海外サーバー
うち
ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ等へ削除依頼
うち
削除
完了
H22
175,956
35,016
5,188
1,010

365
3,813
2,250
1,748
943
H23
176,254
36,573
3,694
1,744
62
1,888
860
828
1490
H2４
196,474
38,933
2,935
1,413
214
1,308
278
258
1,240
H2４上半期
 99,052
17,791
1,398
　882
 59
  457
159
  141
　768
H25上半期
 61,474
14,014
1,382
　915
 65
  402
122
  114
  797
　
· H18.3から警察庁から業務委託を受けて（財）インターネット協会が運営しているインターネット・ホットラインセンター（IHC）では、違法・有害情報の収集、警察庁への通報、プロバイダ等への削除を依頼。
H19.3からは諸外国におけるﾎｯﾄﾗｲﾝ相互間の連絡組織であるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾎｯﾄﾗｲﾝ国際協会に加盟し、諸外国と連携した児童ポルノ違法情報への対応を推進。
○インターネットサービスプロバイダ（ISP）等によるブロッキング対策
・一般社団法人インターネットコンテンツセーフティ協会（平成２３年３月設立）から提供される児童ポルノ掲載アドレスリストに基づき、ISP等が自主的なブロッキングを実施。ブロッキング実施事業者５４社によるブロッキングカバー率は平成25年10月時点で約８割（携帯は9６％）。
≪事業者による取組み≫
・LINE（株）は、昨年9月から18歳未満のユーザーの専用IDの検索利用を制限する対策を実施。
≪府の取組み≫
・平成25年7月10日に知事、府警本部長連名で携帯電話事業者に対し、保護者にフィルタリングの利用や家庭でのルールづくりについて周知徹底するよう依頼。
・携帯電話事業者4社と定期的に意見交換する場を新たに設け、LINE等を介して青少年が性被害に遭わないような環境づくり等について意見交換を実施。
≪府警察による取組み≫
・府と連携し、7月に青少年のスマートフォンやフィルタリングの利用実態についてアンケートを実施。アンケート結果を踏まえ、府ホームページに調査結果を掲載するなど、フィルタリングの周知啓発を実施。
・平成25年10月から全国の警察では、ネット掲示板などをチェックし、買春などを持ちかける書込みを発見した場合、客を装ってメールなどのやりとりを行い、会った時に身分を明かし、ネット利用の危険性などについて注意するサイバー補導を実施。
≪法律改正を巡る動向≫
・平成２５年５月の臨時国会に提出された児童ポルノ法改正案は、閉会中審査扱いとなり、本年１月から開会中の通常国会での審議が予定されている。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
これまでの経緯
・児童を性的虐待から守るため、平成２３年３月青少年健全育成条例を改正し、「子どもの性的
虐待の記録」という新たな概念を構築したうえで、これを製造・販売・所持しない努力義務
などの規定を設けた。
・児童ポルノ法による製造・提供側への規制やブロッキング等の対策にもかかわらず、児童
ポルノなどの被害に遭う子どもが跡をたたないため、平成24年１０月３１日、府として取り
得る新たな対応策について審議会に諮問。
・審議会に特別部会を設け、平成24年10月から平成25年３月まで6回にわたって集中的に
審議を行い、平成25年３月、特別部会からこれまでの審議状況を審議会に中間報告。

・平成２５年５月臨時国会に、自民党・公明党・日本維新の会の３党が共同で単純所持の罰則
規定を盛り込んだ児童ポルノ法改正案を提出。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	≪児童ポルノ事犯による被害児童の状況≫
平成24年、25年の上半期で比較すると、検挙件数は全国的には横ばい、大阪府に
ついては減少。被害児童数は全国、大阪府とも増加。
暦年
検挙件数
被害児童数（人）
全国
大阪府
全国
大阪府
H22
1,342（926）
64
614
31
H23
1,455（1,016）
89
600
78
H24
1,596（1,268）
116
531
50
H24上半期
　762（610）
53
258
19
H25上半期
　763（568）
46
316
31
※（　）内はインターネット等を利用した犯罪の検挙件数
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[報告概要]


子どもの性的虐待の記録物の根絶に向け、条例による対策を中心に検討を重ねたが、地域立法である条例で直罰規定等を設けることについては課題が多い。


本来は、国の法律において全国統一的な対策を講じるべき問題。


今回、新たに自民党・公明党が児童ポルノの取得側への規制を盛り込んだ改正案を今国会にも提出する旨の報道があり、特別部会としては、その動向を注視し、その上で改めて報告をまとめることとする。








